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序　文

股関節開排制限を診察項目とした現状の乳幼児
健診システムでは，短時間に多くの乳幼児を診察
すること，乳幼児が泣いて動けば正確な診察が困
難であること，股関節の診察に不慣れな小児科医
が主に診察することなどの問題があり，股関節脱
臼が健診で発見されず，歩行開始後に発見される
ことがある5）．

歩行開始後に発見された発育性股関節形成不全
症（Developmental Dysplasia of the Hip：以下，
DDH）脱臼例に対する初期治療は，3 歳未満の例

では，牽引治療を併用した徒手整復2）3）5）6）8）を行う
か手術治療1）7）を行うか意見が分かれる．一方，3
歳以上の例では，高位脱臼や臼蓋形成不全が強く
なり保存的整復が困難となること，保存的に整復
されても亜脱臼が遺残し，補正手術が必要となる
こと，補正手術までの期間も短いことから，手術
治療7）が原則となる．

3 歳以上で発見された DDH（脱臼例）に対する，
観血的整復（Open Reduction：以下，OR），大腿
骨減捻内反骨切り（Femoral Derotational Varus 
Osteotomy：以下，DVO），骨盤骨切り（Pelvic 
Osteotomy：以下，PO）を組み合わせた手術治療
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要　旨　3 歳以上で発見された発育性股関節形成不全脱臼例に対して，観血的整復（Open Reduc-
tion：以下，OR），大腿骨減捻内反骨切り（Femoral Derotation Varus Osteotomy：以下，DVO），
骨盤骨切り（Pelvic Oseteotomy：以下，PO）を組み合わせた手術治療を行っており，その治療成績
を報告した．1983〜2010 年に手術治療を行った 19 例（男性 3 例，女性 16 例），22 股（左側 13 例，
右側 3 例，両側 3 例）を対象とした．2 股に OR（A 群），3 股に OR＋PO（B 群），17 股に OR＋PO＋
DVO（C 群）を施行した．手術時年齢は平均 6.2 歳（3.1〜12.6 歳）であった．術後追跡期間は平均 8.4
年（3.0〜14.4 年）であった．再脱臼を 4 股に生じ，再整復手術を施行した．補正手術は，Salter 骨盤
骨切りを 2 股（A 群），大腿骨骨切り（減捻／増捻・内反／外反・屈曲・短縮の組み合わせ）を 6 股（B
群 3 股，C 群 3 股）で施行した．最終追跡時の Severin 分類で I-II が 16 股，III-IV が 6 股であった．
Severin III-IV の 6 股は，高年齢で臼蓋形成不全も強く，ダブル骨盤骨切りやトリプル骨盤骨切り
を行うべき症例であった．Severin I-II の 16 股の多くに，mixed type の femoroacetabular im-
pingement を生じ，股関節の屈曲制限や疼痛を生じていた．
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の成績を報告する．

対象と方法

1983〜2010 年に，3 歳以上で発見された DDH
脱臼例に対して OR，DVO，PO を組み合わせた
手術治療を行い，3 年以上追跡可能であった 19
例（男性 3 例，女性 16 例），22 股（左側 13 例，右
側 3 例，両側 3 例）を対象とした．2 股に OR（A
群），3 股に OR＋PO（B 群），17 股に OR＋PO＋
DVO（C 群）を施行した．手術時平均年齢は 6.2 歳

（3.1〜12.6 歳）で，A 群で 3.3 歳，B 群で 6.8 歳，
C 群で 6.4 歳であった．術後追跡期間は平均 8.4
年（3.0〜14.4 年）であった．

結　果

再脱臼を 4 股（A 群 2 股，C 群 2 股）に生じ，再
整復手術を施行した．補正手術は，Salter 骨盤骨
切りを 2 股（A 群），減捻・内反・屈曲・短縮を
組み合わせた大腿骨骨切りを 6 股（B 群 3 股，C
群 3 股）で施行した．最終追跡時の Severin 分類 
で I が 1 股，II が 15 股，III が 2 股，IV が 4 股
であった．Severin III-IV はすべて C 群であった．
外反股や骨頭過成長などの骨頭変形を 17 例（A
群 2 股，B 群 3 股，C 群 12 股）に認め，Kalamchi
分類 IV の重度な骨頭変形を 3 股（C 群）に認めた．

考　察

歩行開始後に発見された股関節脱臼例で 3 歳以
下では，高位脱臼や臼蓋形成不全が著しく奇形性
が強い例を除き，牽引を併用した徒手整復治療を
第一選択としている．自他施設含め4）9），OR 術後
の症例では，高率に，外反股や骨頭過成長による
臼蓋被覆不良や脚長差，過大前捻に伴う外旋制限
や内旋歩行，Femoroacetabular Impingement（以
下，FAI）による屈曲制限，股関節痛をきたし，
補正手術として PO のみならず，股関節痛，可動
域制限，跛行や機能改善のために減捻／増捻・内
反／外反・屈曲・短縮を組み合わせた大腿骨骨切
り術まで必要となった症例が多い．したがって，
3 歳未満の歩行開始後の症例では，歩行開始前の

症例よりも牽引期間は少し長期間必要となるが，
OR による骨頭変形を避けるために，牽引治療を
併用した徒手整復治療を選択している．高位脱臼
で介達牽引では十分な引き下げが得られないとき
は，鋼線による直達牽引2）を，著者は積極的に選
択している．

鋼線牽引による直達牽引2）は，幼児期に対して
は負担が大きく小児の良好な発育を妨げると学術
集会などで批判の対象となることが多いのが現状
である．しかし，前述のように PO，さらに大腿
骨骨切りと複数回の補正手術を要した自験例の
OR 単独例と比較し，鋼線牽引による直達牽引は，
術後のピン刺入部の瘢痕のみではるかに侵襲が少
なく愛護的で，全体的な治療期間は短く，骨頭変
形に対する影響も少ないことから，より推奨すべ
きと著者は考えている．牽引期間は，患児の発育
やご家族の負担を考慮し，できるだけ 2 か月間以
内としている．

一方，3 歳以上の例では，3 歳未満の症例より
も高位脱臼や臼蓋形成不全の強くなった症例が多
い．徒手整復前の牽引治療が長期間必要となるこ
と，徒手整復で安定した整復が得られない症例が
多くなること，徒手整復されても高率に臼蓋形成
不全や亜脱臼が遺残し補正手術が必要となるこ
と，また，小学校入学までに通常行う補正手術ま
での期間も短いことから，OR による手術治療を
選択している．臼蓋形成不全の著しい症例も多
く，OR 単独（A 群）では臼蓋形成不全が遺残する
可能性が高いこと，前方法では同一皮切で可能で
あることから，PO も併用している．B 群で術後
出現した OR 後の外反股・過成長・過大前捻によ
る内旋歩行や外旋制限，脚長差や疼痛などの機能
障害10）を避け，より安定した整復と十分な臼蓋被
覆のため，DVO も併用している．

最終経過観察時に Severin III-IV であった例が
6 股 存 在 し た． こ れ ら は す べ て C 群 で OR，
DVO，PO 全て組み合わせて手術を行ったが，臼
蓋被覆が不十分となった．Severin III-IV となっ
た 6 股の手術時年齢は，4 歳 2 股，6 歳 1 股，7
歳 1 股，9 歳 1 股，12 歳 1 股と高く，臼蓋形成不
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骨盤前方の過剰被覆や骨盤延長をきたさないよう
な骨盤骨切り術9）へ変更している．

DVO では，前述のように減捻や内反矯正が大
きすぎた症例が多かった（図 2,3）．6 歳以下での
内反矯正は，リモデリングにより再外反されて形
態が改善した（図 2-c）が，減捻矯正は改善されず

（図 2-d），cam type の FAI をきたし，股関節の
屈曲が制限された症例が多い．また，本報告のほ
とんどで使用したエガースプレートや天児プレー
トによる矯正では，至適矯正が得られていない症
例が多く，また，術後に著しい大腿骨の外弯変形

（羊飼い杖様変形）をきたした例も時に認め，補正
手術や後の人工関節治療が難しくなるので，現在
はこれらのプレートを使用していない．現在著者
は，3 DCT により術前評価し，術後の大腿骨の
前捻角が 20°，頸体角が年齢に応じて 100〜110°
となるよう LCP hip plate を用いて，できるだけ
正確に DVO を行っている．大腿骨短縮骨切り
は，DVO による内反で大腿骨が短縮されるので，
著者は，脚長差を避けるためになるべく行わず，

全も著しかった．年齢が高く，重度臼蓋形成不全
の症例に対する PO は，ペンバートン骨盤骨切り
や西尾式臼蓋形成術では十分な矯正が得られない
ため（図 1），現在著者は，ダブル骨盤骨切りやト
リプル骨盤骨切り術を用いている．

一方，Severin I-II に分類され X 線学的に良好
と評価された 16 股でも，ペンバートン骨盤骨切
りや西尾式臼蓋形成術により骨盤が大きく前傾し
臼蓋前方が過剰被覆され，さらに，DVO で減捻
しすぎた例が多く前捻角が大きく減少され，
mixed type の FAI を生じ，股関節の屈曲制限や
疼痛を生じた症例が多かった（図 2,3）．また，ペ
ンバートン骨盤骨切りや西尾式臼蓋形成術では，
採骨部の骨盤変形や骨盤延長による骨盤不均衡

（図 2-e）によりベルトやスカートが下がること，
整容的に気になることなどの愁訴が生じる．現在
著者は，自家骨は採骨せず人工骨を使用し骨盤変
形を避け，3 DCT で術前に臼蓋欠損部が前方，
中間，後方のどこにあるのか評価して，症例に応
じた臼蓋欠損部を適切に被覆できるよう，また，

図 1．12.6 歳の左股関節脱臼（a）．OR，PO（西尾式臼蓋形成術），DVO を施行（b）．18 歳時，臼蓋被覆が不
十分で，亜脱臼が遺残している（Severin III）（c）．

a b
c
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行っても必要最低限にとどめている．

まとめ

3 歳以上で発見された DDH 脱臼例 19 例 22 股

に対して，OR，DVO，PO を組み合わせた手術
治療を行った．Severin III-IV の 6 股は，高年齢
で臼蓋形成不全も強く，ダブル骨盤骨切りやトリ
プル骨盤骨切りを行うべき症例であった．Sever-

図 2．3.2 歳の左股関節脱臼（a）．OR，PO（西尾式臼蓋形成術），DVO を施行，DVO は減捻・内反とも過矯正（b）．
10 歳時，内反変形は改善された（Severin I）（c）が，後捻変形は遺残（d）（ラウエン像）．PO（西尾式臼蓋形成術）に
より骨盤長が長くなり（白線矢印），仙腸関節の高位に左右差（白線）が生じ，機能性側弯あり（e）．疼痛，屈曲制限，
内旋制限，外旋歩行，機能性側弯症の改善のために，大腿骨屈曲（30°）増捻（内旋）（30°）短縮（1 cm）骨切りを施行

（f）（ラウエン像）した．可動域は屈曲術前 70°から術後 120°へ，内旋術前 0°から術後 40°へ改善し，疼痛，跛行も
改善，大腿骨の短縮により仙腸関節の位置が下がり機能性側弯症も改善した．

a b
c ed
f



日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 24, No. 1, 2015　95

3 歳以上で発見された発育性股関節形成不全（DDH）脱臼例の手術治療

in I-II の 16 股も，mixed type の FAI を生じ，
股関節の屈曲制限や疼痛を生じた症例も多く認め
た．
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図 3．図 2 の症例の 10 歳時の補正手術前の 3 DCT で，PO（西尾式臼蓋形成術）による骨盤延長や臼蓋の著しい前
傾による臼蓋前方の過剰被覆（黒矢印），大腿骨の後捻（白線）あり，mixed type の FAI が明瞭である．
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Abstract
Surgical Treatment of Developmental Dysplasia of the Hip （DDH）  

in Children Older than Three Years

Akifusa Wada, M. D., et al.
Saga Handicapped Children’s Hospital

We reviewed our combination surgical treatments of open reduction （OR）, femoral derotation 
varus osteotomy （DVO）, and pelvic osteotomy （PO） for patients with developmental dysplasia of 
the hip （DDH） who were older than 3 years and had complete hip dislocation. In this study, 22 
hips in 19 patients （3 boys and 16 girls） diagnosed with DDH between 1983 and 2010 were 
included. The affected hips were bilateral in 3 cases and unilateral in 19 cases, with the left and 
right scapulae affected in 16 and 3 cases, respectively. Two, 3, and 17 hips were treated with OR 

（group A）; OR and PO （group B）; and OR, PO, and DVO （group C）, respectively. The patients’ 
age at the time of surgery ranged from 3.1 to 12.6 years （mean, 6.2 years）. The follow-up period 
ranged from 3.0 to 14.4 years （mean, 8.4 years）. Four hips were redislocated and subjected to OR. 
Eight hips required a secondary surgical procedure （Salter osteotomy in 2 hips in group A and 
femoral osteotomy in 3 hips each in groups B and C）. Sixteen hips were postoperatively classified 
as Severin class I or II, and 6 as class III or IV.


